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いすみ市の概要

千葉県いすみ市

房総半島南東部に位置する
人口約37,000人のまち。

高齢化・人口減少著しい。

都心から70㎞圏内にあるが、
開発の影響から逃れたことで、希少生物も多く、
自然の恵み豊かな里山・里海地帯。

ローカル線のいすみ鉄道は聞いたことがあるが、
いすみ市は知らない、とよく言われる。

近年は、世代を問わず移住者に人気がある。



千葉県いすみ市における有機農業推進の経緯

2012年 コウノトリの兵庫県豊岡市をモデルに「生物多様性」
と「水稲」の2部門による協議会を設立
会長(副市長)、副会長(JAいすみ組合長)、事務局(市農林課)

この時点で地域における有機農業者はゼロ

2013年 手探りの水稲無農薬栽培に挑戦するも失敗

2014年 水稲有機栽培の実証事業(3年間)開始
民間稲作研究所、県普及指導員、JA、市が連携

2015年 生産された有機米4トンを学校給食に導入

2017年 学校給食の全量にあたる42トンの有機米を提供
有機JAS認証取得開始 産地を形成

2018年 同協議会に有機野菜部門を設置
学校給食に向けた有機野菜の生産と域内消費〜産地化
への取組みを開始



いすみ市の事例＝いすみモデルは、
「公民協働による有機米産地形成モデル」の一つ

いすみ市の場合は有機米の学校給食利用に特化していること
が他地域と異なる大きな特徴

【参考にした事例】
兵庫県豊岡市「コウノトリ育むお米」
滋賀県高島市「たかしまいきもの田んぼ米」
など

【学校給食利用における政策的根拠】
愛媛県今治市がバイブル

『地産地消と学校給食〜有機農業と食育のまちづくり〜』

（著者安井孝、発行者大江正章）



いすみ市の有機農産物の学校給食利用、成果

・有機農業者ゼロから４年で産地を形成

・学校給食における残食の減少

・イメージアップと認知度向上

・移住者の増加

・農産物のブランド化

・農業所得の向上

・新規就農希望者の増加

その他
未来につながる持続可能な農業推進コンクール

農林水産大臣賞(2020)辻静雄食文化賞(2020)

JALファーストクラス機内食(2016)に採用



(ha)(t)

有機米生産の推移(いすみ市)



名前 Iさん(70代) Jさん(50代) Kさん(30代)

有機参入年数 6年目 5年目 2年目

経営面積 7ha 5ha 17ha

有機稲作面積 2.7ha(R3年は3.3ha) 1.3ha(R3年は2.3ha) 1.9ha(R3年は2.9ha)

有機平均反収＊米選1.85㎜ 473㎏ 393㎏ 513㎏

販売収入
有機米部分のみ

※JAS有機認証(転換期間
中を除く)は、有機栽培3年
目以降の圃場で取得

☆JAへ販売

（JAS有機）
23,000円×128.5俵

（特栽＜無農薬＞）
20,000円×86俵

合計467万円

☆JAへ販売

（JAS有機）
23,000円×24.5俵

（特栽＜無農薬＞）
20,000円×64.5俵

合計185万円

☆JAへ販売

（特栽＜無農薬＞）
20,000円×111.5俵
計223万円

☆小売店へ販売

（特栽＜無農薬＞）
？円×51.5俵

計？万円

合計223＋？万円

＊環直(1.2万円/10a) 324,000円 156,000円 228,000円

いすみ市のモデル事例令和2年度（個人農家の場合）

＊環境保全型農業直接支払交付金－有機農業の場合、10aあたり12,000円交付



【当初の課題】
「地域の風土にあった有機稲作技術体系と普及指導体制の確立」
これをどう実現するのか

→「四位一体の連携体制」

2013年当時、慣行・特別栽培（減・減栽培）と異なり有機に
ついては、公的機関（国・都道府県）による技術の体系化と
普及指導体制が基本的になかった

豊 岡 市―県（普及指導員）が先導、JA、市と連携
◎外部講師に民間稲作研究所

いすみ市—市（一般行政職）が先導、JA、県（普及）と連携
◎外部講師に民間稲作研究所



いすみ市の気象・土壌条件にあった有機稲作準技術体系の確立を目指す

外部講師
(民間稲作研究所)

有機稲作技術指導
企画案 Plan

↓

実践 Do
↓

調査 Check
↓

分析 Analysis
↓

改善 Improvement
↓

まとめ Summarized 

results

助言

千葉県
(改良普及課)

助言・調査

必要資材
販売

協力依頼 委託契約
40,000円/10a

調査委託契約

技術支援

地元農家
(生産部会)

有機稲作技術の実践

協力依頼

いすみ市
(農林課)

有機稲作モデル事業 2014-2016年

JAいすみ

資材調達



中・成苗育苗

早期湛水

2（3）回代かき

抑草資材散布

深水管理

機械除草

用水の確保 早期秋処理

適正な減水深

宿根性の雑草
占有してない

アミノ酸態

有用微生物

ミネラル

資材の崩壊性

資材の溶性

均平確保

地域資源

【ほ場選定】 【抑草】 【肥培管理】

2016年までに研修や実証で習得

2016年以降に研修や実証で習得

実証

体系化

普及
指導

・気温
・地温
・水温
・日照
・水深

・生育データ
・収量(坪刈り・実収量)
・食味
・収量構成
・土壌分析

【測定項目】 【定例行事】

・共同ほ場巡回による
生育確認(6月中)

・反省会(10月下)

いすみ市における有機稲作技術習得の経過



【当初の課題】「生産した有機米の販路」をどうするのか

→「学校給食に使用することが活路になる」

一般米の主な販路である系統(JA)や米卸では有機米の取り扱
いが基本ない。実需者(米屋、スーパー、外食、中食、生協
など)の開拓が必須。

豊 岡 市―  ○ブランド化→「コウノトリ育むお米」

いすみ市— ○ブランド化→「いすみっこ」
◎学校給食に全面的に使用

有機栽培1年目―「有機JAS認証」を取得できない
→「特別栽培(農薬・化学肥料栽培

期間中不使用)」等で対応

有機栽培2年目―  取得できても「転換期間中」となる

◎JAS有機認証取得米 ― 実需ニーズがある

▽JAS有機認証未取得米― 需要が少なく、小口に分散



未取得米(と転換期間中)を学校給食に使用することで売れ残
りの心配がなく、有機米生産を進展させることができる

＝はじめから売り先が見えた形で有機米の産地化に乗り出
すことができる点において画期的

有機農産物の行き先を大消費地だけに向けず、地域内消費
に向ける。むしろ、学校給食需要をつうじて産地形成をす
る方が、地域全体としてずっと良いのでは

代表的事例は愛媛県今治市＝食の流通の再地域化

農家の生産意欲（子どもたちのため）が向上

千葉県木更津市で全量化（およそ170トン）に向け進展中
＝このモデルには普及性がある



テーマ 学校給食需要をとおして有機米産地をつくる

“学校給食全量42トンを供給するために”

↪10ヘクタール以上の有機水田が必要

↪10〜15人の有機農家を育成できる

↪全量達成後は、一人あたり0.5〜1ヘクタール増やす
ことで無理なく20〜40トン計画増産できる

＝需要に応じられる(産地の条件)



有機JAS玄米 有機JAS精白米 特栽玄米 特栽精白米

いすみ市有機米の商流 市内 市域外

いすみ市環境保全型
農業連絡部会

市内水稲農家の
有機米生産部会

【事務局】
いすみ市農林課

【関係機関】
夷隅農業事務所
JAいすみ

●有機米づくりの研究
と実践

●統一栽培暦･施肥基準
に基づく栽培

JAいすみ

【集荷・販売】
JAいすみ

営農指導販売課

●有機JAS認証取得米
玄米出荷
精白米(有機JAS小分
け事業者)出荷

●特別栽培米(農薬・化学
肥料栽培期間中不使用)
玄米出荷
精白米出荷

得意先A 大手生協

得意先C 大手中食

得意先B 大手GS

得意先D 大手食品
メーカー

学校給食

得意先E 有機
農産物卸

得意先F 直売所

消費者

精
米
業
者



いすみ市の有機稲作関連支援策

以下のメニューで有機米づくりにチャレンジする農家をサポート

【経営リスクの回避】

①環境保全型農業直接支払制度＜毎年＞－12,000円/10a
②資材費の補助＜2年間＞－最大28,000円/10a

【機械の無償貸し出し】

①ポット成苗システム(播種機・ポット苗箱・田植機)＜毎年＞
②乗用除草機(条間33㎝タイプ、条間30cmタイプ) ＜2年間＞
③温湯種子処理機＜毎年＞
※オペレーター派遣あり
※購入を希望する場合、2/3補助あり

【技術サポート】※全工程を市がサポート

①研修受講＜毎年＞
②熟練農家によるサポート＜2年間＞



有機農産物の学校給食

なぜ、注目されるのか





一社）農民連食品分析センターHPより転載



一社）農民連食品分析センターHPより転載



フランス
フランスは2022年までに、給食食材のオーガニック(有機)比率を20パーセントにすることを

法律で定める。現在、フランスの学校給食のオーガニック率は、全国平均3パーセント。南仏
のムアン・サルトゥー市ではオーガニック率100パーセントを実現している。

サステナブル・ブランド ジャパン2017.12.04より抜粋

世界の給食、オーガニックへ

イタリア
イタリアの有機農産物卸売業者の卸先内訳にあるように、学校給食向けは売上げの26％を占

めており、重要な販売先の一つとなっている。学校給食への取り組みは州によって大きな違い
があり、導入が最も盛んなエミリア・ロマーニャ州は、州法によって2歳までの保育園児の給

食は100％有機にすると規定している。

「イタリアの有機農産物の現状調査」JETRO2009年3月より抜粋

韓国

2021年からソウルのすべての⼩・中・高校で「オーガニック無償給食」が全面施行される。

市はまず来年から高等学校のオーガニック食材使用の割合も現在の30％からオーガニック学校
給食水準である70％まで引き上げる。市は、オーガニック無償給食がすべての⼩・中・高1302

校に拡大施行されれば、人件費と管理費を含めて年間約7000億ウォン(約700億円)の予算がか
かると見ている。

ハンギョレ新聞2018.10.29より抜粋



EUのオーガニック公共調達

デンマークは2015年、公共調達として学校、幼稚
園、病院、介護施設などで提供される食事の90%を
有機産品とすることとした。
同じくスウェーデンは、2030年までに公共調達の

有機産品シェアの目標を60%としている。なお、同
目標の実績は、2018年末時点で、コーヒー、紅茶、
マメ科植物、種子、穀物、乳製品、卵、魚、その他
魚介類などの幅広い農産物や食品の消費ですでに同
シェアが50%を超えている。
同様の計画は、クロアチア、フィンランド、フラ

ンス、ドイツ、イタリア、ラトビア、スロベニアな
ど多くの国で実施されている。

『Organic farming in the EU』 European Union,2019より



まとめ

有機米の学校給食は、どの自治体でもできる

↪ノウハウが確立されている

有機農産物の産地化は、学校給食需要を通じて
進める方が円滑にすすむ

食の安全を求める消費者ニーズを追い風にする

子どもたちに安全な食を提供するなかで持続的
な農業、持続的なフードシステムを構築する

↪次世代に向けた責務を全うする


